
附属明細書（法人単位）
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損
損失累計額の明細

［単位：円］

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 452¶015¶138 2¶449¶650 0 454¶464¶788 255¶724¶525 23¶678¶802 0 0 0 198¶740¶263

構 築 物 47¶757¶266 0 0 47¶757¶266 38¶845¶167 2¶710¶118 0 0 0 8¶912¶099

機 械 装 置 2¶960¶082¶170 26¶482¶050 0 2¶986¶564¶220 2¶792¶789¶283 126¶974¶730 0 0 0 193¶774¶937

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 車 両 運 搬 具 257¶374¶822 11¶937¶767 15¶054¶919 254¶257¶670 221¶366¶469 25¶988¶056 0 0 0 32¶891¶201

工具器具備品 2¶837¶692¶574 108¶070¶005 27¶879¶957 2¶917¶882¶622 2¶528¶349¶685 183¶491¶120 0 0 0 389¶532¶937

建 設 仮 勘 定 52¶968¶300 0 52¶968¶300 0 0 0 0 0 0 0

計 6¶607¶890¶270 148¶939¶472 95¶903¶176 6¶660¶926¶566 5¶837¶075¶129 362¶842¶826 0 0 0 823¶851¶437

建 物 5¶655¶346¶436 124¶534¶715 0 5¶779¶881¶151 2¶769¶319¶710 187¶046¶883 0 0 0 3¶010¶561¶441

構 築 物 2¶063¶499¶987 4¶407¶257 0 2¶067¶907¶244 1¶536¶280¶083 99¶469¶448 0 0 0 531¶627¶161

機 械 装 置 1¶716¶576¶845 117¶358¶852 0 1¶833¶935¶697 1¶261¶037¶992 147¶019¶913 0 0 0 572¶897¶705

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 車 両 運 搬 具 2¶835¶000 0 0 2¶835¶000 2¶834¶999 649¶705 0 0 0 1

工具器具備品 209¶205¶600 90¶090¶633 0 299¶296¶233 121¶588¶791 48¶583¶582 0 0 0 177¶707¶442

建 設 仮 勘 定 116¶726¶639 71¶181¶500 187¶908¶139 0 0 0 0 0

計 9¶764¶190¶507 407¶572¶957 187¶908¶139 9¶983¶855¶325 5¶691¶061¶575 482¶769¶531 0 0 0 4¶292¶793¶750
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（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金及び ] 未収金
現金及び預金は短期であるため、また未収金は短期間で決済されるため、時価は帳
簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

^ 未払金
未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

［資産除去債務に関する注記］
当法人は一部に石綿を使用した建物を有しており、法令の定める方法により石綿を適切に処分す
る債務を有しております。当該建物は現在石綿を適切に封じ込めた状態で使用しておりますが、石
綿は壁面に含まれていることから、処分は建物の建て替え時に行うことになります。
当該建物は運輸技術にかかる研究に利用する実験棟ですが、運輸技術にかかる研究は「交通安全
環境研究所法」第12条「業務の範囲」に規定される当法人の主要業務の一つになっておりますため、
当該建物の建て替え等については当法人の意志決定に加えて関係省庁等の総合的判断も考慮して行
われます。

更に、現在主務大臣から指示されている第３期中期目標（平成23年４月から平成28年３月）にお

いて、当該建物の建て替え等は明記されておらず、当法人が作成した第３期中期計画（平成23年４

月から平成28年３月）においても、当該建物の建て替え等は計画しておりません。

以上の理由により、当該資産に係る資産除去債務の履行時期を合理的に予測することは困難であ

り、資産除去債務を合理的に見積もることはできません。そのため、当該債務に見合う資産除去債

務を計上しておりません。

［重要な後発事象］

該当する事項はありません。

［重要な債務負担行為］

該当する事項はありません。

［区分経理］

独立行政法人交通安全環境研究所法に基づき、審査業務に係る経理（審査勘定）とその他の業務

に係る経理（一般勘定）とに区分しております。
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